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11  ははじじめめにに  

11..11  研研究究背背景景 

環境省（2024）によれば、気候変動の進行に伴い、日

本国内の都市部では猛暑日（最高気温 35℃以上）および熱

帯夜（最低気温 25℃以上）が増加している。また熊本県

（2024）によれば、熊本県においても1930年から2020年の

90年間で猛暑日が10年あたり約2日、熱帯夜が10年あた

り約4日の増加となっている。さらに著者の別報１において

は、熱環境緩和効果の高い江津湖の周辺地域においても、

熊本市の市街地平均より 1.5℃高い、熱の滞留現象の出現

が認められる状況となっている。 

熱滞留は熱中症をはじめとする暑熱ストレスを引き起こ

し、健康リスクの増大につながり、特に夜間の熱蓄積が解

消されない環境下においては、高齢者への影響が危惧され

る。熊本県においては、総務省消防庁（2022）のデータに

よれば、過去10年で熱中症による搬送者数が2.3倍に増加

し、2022年には人口10万人あたり89.4人と全国第4位を記

録した。同年の同県の高齢化率は 32.1％と、全国より 3.1

ポイント高く、今後も増加が予想される中、大きな課題と

なっている。 

こうした課題に対して熊本市では、遮熱舗装やクーリン

グシェルター対策を実施している。ただ、これらの効果に

は空間的・時間的にも限界がある。遮熱舗装は路面温度を

低下させるが、熱放射により周辺の気温上昇を完全に抑制

するのは難しく、またクーリングシェルターは日中の利用

がメインであり、熱帯夜対策として不十分なためである。

根本的な解決には、都市構造に内在する熱滞留の発生メカ

ニズムを解明し、それへの対応が必要となる。 

そこで、近年注目されているのが「風の道２（Ventilatio

n Path）」という概念である。これは、自然風と緑地や水域

といったグリーンインフラ３（Green Infrastructure、以下

「GI」という）との相乗効果に着目し、これを活用し、都

市の暑熱環境を面的に緩和しようとするものである。具体

的には、建物配置などで形成される風の道を利用してGIの

蒸散冷却によって生成される冷気を、市街地へ循環させる、

自然風を活かして熱輸送システムの構築を目指すものであ

る。 

11..22  先先行行研研究究及及びび目目的的  

先行研究では、GIの冷却効果について「どの程度の気温低

下があるのか」という視点が中心だったが、最近では「どの

ように配置すれば風と相乗して効果が最大化するか」といっ

た空間設計的アプローチへと関心が移ってきている。Talegha

ni ら（2019）は水面の蒸発が最大 7℃の気温低下をもたらす

ことを、Bowlerら（2010）は樹冠密度が60%以上の緑地が地表

温度を最大5℃下げ、相対湿度を15%向上させることを報告し

ている。一方で、Krayenhoff ら（2020）は、夜間風速が変動

することで蒸散効果が最大 40%低下し、GI の配置には風の動

きとの調和が必要であることを明らかにしている。また、入

江ら（2018）の3次元数値流体力学 (Computational Fluid Dyn

amics、以下「CFD」という）解析によれば、樹木群は風速を3

0%抑えるが、逆に風の通り道を塞ぎ、熱を溜めやすくすると

いう両義的な二面性を持つことが示されている。 

以上の知見を踏まえ、本研究では江津湖周辺における局地

的な熱の滞留現象問題に着目し、Landsat 8による衛星熱画像

解析とENVI-met４を用いたCFDシミュレーションを併用して、

GIの冷却効果を定量的に把握し、GIと風環境の相互作用を活

用した最適な GI 配置モデルを検証する。それにより、地域

固有の特性を踏まえた暑熱環境改善の取組みなど、都市政策

への反映を可能とすることを目的とする。 
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11..33  論論文文のの構構成成  

本研究では、「風環境を活用した GI 配置による暑熱緩和

効果の評価」を目的に、以下のフレームワークで研究を構

成した（図1参照）。 

第 1 章では、暑熱環境の課題を整理し、先行研究を踏ま

え本研究の目的を述べる。第 2 章では、対象地域である江

津湖周辺の地理的・気候的条件の概要を整理し、衛星デー

タ、気象観測データ、CFD 解析の統合手法について説明す

る。第3章では、地表面温度（Land surface temperature、以

下「LST」という）分布と GI の関係性を解析し、GI の形態

別に冷却効果を比較するとともに、ENVI-met シミュレーシ

ョンを用いた風熱環境の評価を行う。第 4 章では、得られ

たデータをもとに熱リスクマップを作成し、江津湖モデル

の市全体への拡張可能性について考察する。第 5 章では、

研究の要点を総括し、今後の課題や社会実装の可能性につ

いて展望する。 

  

22  研研究究手手法法  

22..11  江江津津湖湖周周辺辺のの地地域域特特性性分分析析  

((11))地地理理的的・・気気候候的的特特徴徴  

本研究の対象地域は、熊本市動植物園（32°48′N、

130°42′E）を中心とした3㎞ 四方の熊本市東部に位置す

る江津湖周辺で、面積は約 9km²、標高は約 15m の平坦な地

形を有する地域である。本地域は、水域（河川）、野草地、

水田、人工林、農地、公園などの自然環境と、住宅地や商

業地などの都市的土地利用がモザイク状に分布しており、

自然と都市機能が混在している。夏季の気候は、温暖湿潤

で平均気温は28.5℃、最高気温は35℃を超え、卓越風向は

北北東（45°±15°）で、平均風速は 1.0m/s と緩やかであ

る。 

 

表 1 対象地域におけるGIタイプ の分類 

 

図2は、本研究における対象地域と主要なGIの分布を示

している。本地域では+1.8℃（ピーク時）の熱の滞留現象

が観測されており１、風と GI の相互作用を定量的に解析す

る上で有効な地域である。 

 

((22))  現現存存GGIIのの特特性性とと課課題題  

図2および表1に示すように、研究対象地域には水域、野 

草地、水田、人工林の 4 つの主要な GI が分布している。た

だ、現状は、第1章で述べたような「風の道形成」や「冷気

輸送ネットワーク」の構築において、空間的な連続性が確保

されておらず、形状的にも配置と言い難しい状況である。  

22..22    デデーータタソソーーススとと解解析析手手法法  

((11))  衛衛星星リリモモーートトセセンンシシンンググ（（LLaannddssaatt  88））  

本研究では、冷気動態の可視化および緑地の冷却効果定量

化のために、Landsat 8 OLIデータ（2021年8月29日10:43:23

 JST）を使用した。雲量 5%以下の晴天時データを選定し、以

下の4段階で処理を行った（図3）： 

GI 

タイプ 

面積

（ha） 

空間  

パターン 
課 題 

水域 63.9 連続配置 周辺緑地との断絶 
野草地 54.4 線状分布 幅員が平均8mと狭小で

風の流れが制限される 

水田 91.2 
南西部に

集中 冷却持続性の課題 

人工林 59.1 分散配置 
蒸散効率が低く、通風阻

害要因になり得る

（LAI=3.2） 

図 2 研究の対象地域とグリーンインフラの分布 
（動植物園内の池を中心とした） 

出典：地理院地図江津湖の範囲、熊本市統合型GISデータより作成 

図 1 研究フロー図  
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1） 放射・大気補正（正規化差植生指数、〔以下「NDVI」

という〕等を用いた地表放射率の推定） 

2） 画像のモザイク統合および対象地域への抽出 

3） Band10を用いたLSTの演算処理 

4） NDVI→FVC→放射率→輻射輝度→LSTへの一連の物理モ

デルに基づく段階的推定による温度マッピング 

このプロセスにより、LST と植生状況の関係を定量的に

把握し、暑熱環境におけるGIの冷却効果を評価するための

基礎データを構築した。 

((22))  気気象象デデーータタ処処理理  

熊本地方気象台（アメダス ID:50236）の観測データを基

に、CFDシミュレーション用の気象条件を設定した。図4に

示すように、（a）気温・相対湿度、（b）風向・風速、（c）

日射強度の時系列データを取得し、以下の前処理を実施し

た。  

まず、10 分間隔の風向風速データに移動平均法を適用し、

抽出された衛星通過時間帯（10:00-14:00）の卓越風向は北

北東（45°±15°）、平均風速 1.0m/s（±0.3m/s）であった。

気象庁の 1 時間毎のデータについては、①検定基準に基づ

くスパイク除去、②近傍観測点を用いた欠損値補間、③CFD

用 5 秒ステップへの時間補間を実施した。さらに、WRF

（Weather Research and Forecasting、気象研究および予報モ

デル）によるメソスケール気象場との整合性を検証するた

め、同日時の WRF 出力データ（気温・風速・風向）を用い

て、CFD 用の地表観測データ（アメダス）と比較検証を行

った。その際、特に境界条件として使用する上空100mにお

ける風速・風向の鉛直プロファイルが一致していることを

確認し、WRF から抽出した代表的な気象境界値（例：風速

1.0〜1.3m/s、風向 45°±15°、潜熱フラックス等）を CFD

モデルに反映した。 

 

 

((33))  CCFFDDシシミミュュレレーーシショョンン（（EENNVVII--mmeett））手手法法のの構構築築  

風と熱の相互作用を高精度に評価するため、ENVI-met 

v5.0.3を用いて、3,000m×3,000m×100mの解析ドメインを設定

し、都市微気候の3次元数値シミュレーションを実施した。 

シミュレーションの建材パラメータ、気象初期条件、解析

解像度などのパラメータ及び初期・境界条件の設定理由につ

いては、各種文献（Lai et al., 2019、Liu et al., 2017; 

Toparlar et al., 2017; 潘ら, 2023 など）に示されている「CFD

モデルにおける建物形状データの取り扱い」、「熱物性値の設

定範囲（熱伝導率・アルベド等）」、「シミュレーション時

間・解像度設定」などを参考にした。 

CFD シミュレーションの設定にあたっては、以下のような

手順および初期・境界条件を構築した。 

① 建物形状は国土交通省「PLATEAU プロジェクト」の

CityGML（LOD2）データを使用 

② 地表面条件（農地・舗装地等）および建材（外壁や屋

根）の物理パラメータ（熱伝導率［λ］、アルベドな

ど）の設定 

図 3 LST推定プロセス  

図 4 シミュレーション使った気象条件 
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1） 放射・大気補正（正規化差植生指数、〔以下「NDVI」

という〕等を用いた地表放射率の推定） 

2） 画像のモザイク統合および対象地域への抽出 

3） Band10を用いたLSTの演算処理 

4） NDVI→FVC→放射率→輻射輝度→LSTへの一連の物理モ

デルに基づく段階的推定による温度マッピング 

このプロセスにより、LST と植生状況の関係を定量的に

把握し、暑熱環境におけるGIの冷却効果を評価するための

基礎データを構築した。 

((22))  気気象象デデーータタ処処理理  

熊本地方気象台（アメダス ID:50236）の観測データを基

に、CFDシミュレーション用の気象条件を設定した。図4に

示すように、（a）気温・相対湿度、（b）風向・風速、（c）

日射強度の時系列データを取得し、以下の前処理を実施し

た。  

まず、10 分間隔の風向風速データに移動平均法を適用し、

抽出された衛星通過時間帯（10:00-14:00）の卓越風向は北

北東（45°±15°）、平均風速 1.0m/s（±0.3m/s）であった。

気象庁の 1 時間毎のデータについては、①検定基準に基づ

くスパイク除去、②近傍観測点を用いた欠損値補間、③CFD

用 5 秒ステップへの時間補間を実施した。さらに、WRF

（Weather Research and Forecasting、気象研究および予報モ

デル）によるメソスケール気象場との整合性を検証するた

め、同日時の WRF 出力データ（気温・風速・風向）を用い

て、CFD 用の地表観測データ（アメダス）と比較検証を行

った。その際、特に境界条件として使用する上空100mにお

ける風速・風向の鉛直プロファイルが一致していることを

確認し、WRF から抽出した代表的な気象境界値（例：風速

1.0〜1.3m/s、風向 45°±15°、潜熱フラックス等）を CFD

モデルに反映した。 

 

 

((33))  CCFFDDシシミミュュレレーーシショョンン（（EENNVVII--mmeett））手手法法のの構構築築  

風と熱の相互作用を高精度に評価するため、ENVI-met 

v5.0.3を用いて、3,000m×3,000m×100mの解析ドメインを設定

し、都市微気候の3次元数値シミュレーションを実施した。 

シミュレーションの建材パラメータ、気象初期条件、解析

解像度などのパラメータ及び初期・境界条件の設定理由につ

いては、各種文献（Lai et al., 2019、Liu et al., 2017; 

Toparlar et al., 2017; 潘ら, 2023 など）に示されている「CFD

モデルにおける建物形状データの取り扱い」、「熱物性値の設

定範囲（熱伝導率・アルベド等）」、「シミュレーション時

間・解像度設定」などを参考にした。 

CFD シミュレーションの設定にあたっては、以下のような

手順および初期・境界条件を構築した。 

① 建物形状は国土交通省「PLATEAU プロジェクト」の

CityGML（LOD2）データを使用 

② 地表面条件（農地・舗装地等）および建材（外壁や屋

根）の物理パラメータ（熱伝導率［λ］、アルベドな

ど）の設定 

図 3 LST推定プロセス  

図 4 シミュレーション使った気象条件 
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③ 水平方向解像度10m、鉛直方向10層で総高さ100m 

④ 2021年8月29日10時の実測気象値（気温25.0℃、湿

度 58%、風速 1.0m/s）を初期条件とし、6:00～24:00 の

18時間連続シミュレーションを実施 

出力結果としては、平均放射温度（Mean Radiation 

Temperature、以下「MRT」という）、風速分布、温位

（Potential Air Temperature、以下「PAT」という）などを取

得し、都市スケールでの風と熱との連成現象を評価可能と

した。 

22..33  モモデデルルのの検検証証手手法法  

本研究ではENVI-metモデルの予測精度を評価するため、シ

ミュレーション結果と衛星観測データを統合した多層的な検

証フレームワークを以下の3段階で構築した。 

第１に、ENVI-metシミュレーションから算出されたMRTお

よびPATを、Landsat 8衛星の熱赤外センサー（TIRS）バンド

10から導出されたLSTデータと照合した。両データセット間

の空間解像度の非整合性（シミュレーション：10m グリッド

〔アップスケーリング〕、Landsat 8 30mグリッド）に対処す

るため、QGIS（Ver.3.40.2）上で最近傍補間法５を用いて、共

通グリッドへの再投影処理を実施した。この前処理により、

異なる計測プラットフォームから得られたデータを直接比較

することが可能となった。 

第２に、モデル予測値と観測値の適合度を定量的に評価

するため、次の4種類の統計指標を算出して検証した。 

① 均方根誤差（RMSE）による全体的な予測誤差の評価 

② 平均絶対誤差（MAE）による系統的偏りの検出 

③ 決定係数（R²）によるモデルの説明力の定量化 

④ ピアソン相関係数（r）による線形関連性の強度測定 

これらを活用し、モデルの総合精度（accuracy）、バイアス

（bias）、説明可能性（interpretability）、および相関性

（correlation）といった多面的な機能評価を行った。 

第３に、GI タイプの空間分布特性に基づく誤差解析を実

施した。 30m 解像度グリッドデータを用いて、緑地タイプ

（野草地/水田/人工林）・水域・非GI地域の5カテゴリーを

定義し、各 GI タイプの面積割合と暑熱環境誤差の相関関係

を比較した。 

本稿では、QGIS（Ver.3.40.2）の「区域統計」ツールを用

いて、以下の３点を三次元ヒートマップにより可視化した。 

① GI（グリーンインフラ）カテゴリー別の平均誤差 

② 緑被面積率を10％間隔で階級化した場合の誤差分布 

③ 水域からの距離を100m単位で区分した際のLST（地表

面温度）偏差 

都市生態系及びGI設計の理論的基盤については、Ahern（2

013）による都市レジリエンスに関する研究も参考にした。 

 

33    結結果果  

33..11    衛衛星星熱熱画画像像解解析析にに基基づづくく暑暑熱熱環環境境のの時時空空間間特特性性  

11）） GGII地地域域とと非非GGII地地域域ののLLSSTT差差異異分分析析  

衛星熱画像解析（Landsat 8 TIRS）の結果、GI地域と非GI

地域のLSTには明確な差異が確認された（図5参照）。 

GI地域全体の平均LSTは24.76℃であるのに対し、非GI地

域では25.38℃と、統計的に有意な0.62℃の温度差（p < 0.05）

が認められた。時間帯別分析では、日中の10:00〜14:00にか

けて最大1.20℃の差が観測され、植生による蒸散効果やアル

ベドの違いが複合的に影響していると考えられる。特に水田

は10:00〜11:00にかけてΔLST ≥ 1.80℃の強い冷却効果を示

し、潜熱放出が都市部の熱蓄積抑制に寄与していた。また、

LSTの分布密度を比較したバイオリンプロット（図5）におい

ても、非GI地域は26.00〜28.00℃に集中し、広く分布してい

ることから、高温域が存在する。 

一方で、GI地域では LSTの分布が 22.00〜26.00℃の範囲に

収まり、バイオリンプロット（図 5）上で 23.00〜24.00℃付

近および 24.50〜25.50℃付近に密度のピークが観測される二

峰性（バイモーダル）の分布特性を示していた。このことか

ら、温度のばらつきが小さいことに加え、冷却効果の空間的

安定および階層的構造が示唆される。この分布特性は、GI導

入による局所的なヒートアイランド緩和効果の定量的裏付け

として有効である。 

22）） GGIIタタイイププ別別冷冷却却効効果果のの比比較較  

各 GI タイプの冷却効果を比較した結果、水田が最も強い

図 5 土地利用タイプ別のLST温度分布図 
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冷却効果を示し、平均LSTは23.81℃と非GI地域に比べ1.57℃

低い結果となった。これは湛水層からの水が蒸発する過程で

熱が奪われ、周囲の気温を下げると考えられ、特に 10 時観

測時に最大 2.10℃の差が確認されている。水域も平均

24.23℃と安定した冷却傾向を示し、これは水塊の大きな熱

容量によるものである。 

一方、人工林の結果は予測と相反する傾向を示し、LST 

25.21±0.57℃と、非 GI 地域比でわずか 0.17℃の低減効果し

か得られなかった。原因としては、人工林の構造が風の流れ

に影響を与え、局所的な通風機能低下を引き起こした可能性

が考えられる。また、野草地のLSTは25.05℃と平均値に近い

ものの、降雨条件に依存した蒸散過程の変動により、冷却効

果の季節的安定性が低い可能性が示唆される。 

バイオリンプロット（図5）における各GIタイプのLSTの

中央値と分布幅から、冷却効果の強さに加え、その空間分布

の偏りも明らかになった。 

33）） 暑暑熱熱環環境境のの空空間間分分布布特特性性  

図 6 は、3km×3km の対象地域における LST の等温線分布

（0.50℃刻み）と土地利用の重ね合わせ、地域内の暑熱環境

構造を視覚的に示したものである。この図から以下の特徴が

読み取れる。 

市街地のヒートアイランド現象：図の北部から東部の市街

地では、舗装率や建物密度が高く、日中の太陽熱が蓄積し夜

間も放熱しにくいため、局所的な熱蓄積が進んでいる。LST

が 27.5～28.0℃に達するなど、ヒートアイランド現象が観測

された。 

水域の熱環境緩和効果：水域が集積する図の中央部から南

東部の青色の地域では、LST は 22.5～23.5℃と低く、水の蒸

発冷却効果が周囲の気温上昇を抑制していることが分かる。

これらは冷気源としての役割を担い、対象地域の熱拡散を抑

制している。 

緑地・農地の熱環境緩和効果：野原地や田畑、人工林など

の緑被地帯では、LST が 24.0～25.5℃に分布し、周辺市街地

に比べ 1.5～3.5℃の冷却差が見られた。中でも人工林（黄緑

色表示）は農地よりもやや低温であり、遮蔽と蒸散の複合作

用が推定される。 

都市熱環境の構造的な特徴：市街地と自然エリアの境界で

は、LSTの等温線が密に集まり、3.00～4.00℃の温度差が短距

離で形成されている。これにより、緑地・水域が市街地の熱

の拡大を抑える“壁”となっている構造が読み取れる。 

ホットスポットの形成：図6において、赤円の市街地エリ

アでは、LSTが27.50℃以上の熱集中ゾーンが形成されている。

建物の密集や交通量の多さ、人口集積が複合的に影響した結

果と考えられる。 

 

 

図 6 LST等温線（0.5℃温度差）分布と土地利用分布図 

図 7 LST、MRT、およびPATモデルの温度分布図  
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冷却効果を示し、平均LSTは23.81℃と非GI地域に比べ1.57℃

低い結果となった。これは湛水層からの水が蒸発する過程で

熱が奪われ、周囲の気温を下げると考えられ、特に 10 時観

測時に最大 2.10℃の差が確認されている。水域も平均

24.23℃と安定した冷却傾向を示し、これは水塊の大きな熱

容量によるものである。 

一方、人工林の結果は予測と相反する傾向を示し、LST 

25.21±0.57℃と、非 GI 地域比でわずか 0.17℃の低減効果し

か得られなかった。原因としては、人工林の構造が風の流れ

に影響を与え、局所的な通風機能低下を引き起こした可能性

が考えられる。また、野草地のLSTは25.05℃と平均値に近い

ものの、降雨条件に依存した蒸散過程の変動により、冷却効

果の季節的安定性が低い可能性が示唆される。 

バイオリンプロット（図5）における各GIタイプのLSTの

中央値と分布幅から、冷却効果の強さに加え、その空間分布

の偏りも明らかになった。 

33）） 暑暑熱熱環環境境のの空空間間分分布布特特性性  

図 6 は、3km×3km の対象地域における LST の等温線分布

（0.50℃刻み）と土地利用の重ね合わせ、地域内の暑熱環境

構造を視覚的に示したものである。この図から以下の特徴が

読み取れる。 

市街地のヒートアイランド現象：図の北部から東部の市街

地では、舗装率や建物密度が高く、日中の太陽熱が蓄積し夜

間も放熱しにくいため、局所的な熱蓄積が進んでいる。LST

が 27.5～28.0℃に達するなど、ヒートアイランド現象が観測

された。 

水域の熱環境緩和効果：水域が集積する図の中央部から南

東部の青色の地域では、LST は 22.5～23.5℃と低く、水の蒸

発冷却効果が周囲の気温上昇を抑制していることが分かる。

これらは冷気源としての役割を担い、対象地域の熱拡散を抑

制している。 

緑地・農地の熱環境緩和効果：野原地や田畑、人工林など

の緑被地帯では、LST が 24.0～25.5℃に分布し、周辺市街地

に比べ 1.5～3.5℃の冷却差が見られた。中でも人工林（黄緑

色表示）は農地よりもやや低温であり、遮蔽と蒸散の複合作

用が推定される。 

都市熱環境の構造的な特徴：市街地と自然エリアの境界で

は、LSTの等温線が密に集まり、3.00～4.00℃の温度差が短距

離で形成されている。これにより、緑地・水域が市街地の熱

の拡大を抑える“壁”となっている構造が読み取れる。 

ホットスポットの形成：図6において、赤円の市街地エリ

アでは、LSTが27.50℃以上の熱集中ゾーンが形成されている。

建物の密集や交通量の多さ、人口集積が複合的に影響した結

果と考えられる。 

 

 

図 6 LST等温線（0.5℃温度差）分布と土地利用分布図 

図 7 LST、MRT、およびPATモデルの温度分布図  
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33..22  EENNVVII--mmeettシシミミュュレレーーシショョンンにによよるる風風--熱熱環環境境連連成成解解析析  

11）） モモデデルル精精度度評評価価  

  

図7、図8で示すように、ENVI-metシミュレーション結果と

Landsat衛星のLSTとの比較から、MRTモデルはRMSE＝1.20℃、

MAE＝0.94℃と、予測精度の高い結果を示した。また、決定係

数（R²＝0.81）およびピアソン相関係数（r＝0.806）も高い

値を示し、シミュレーション結果が実測LSTの約81%の変動を

説明可能であることが確認された（表2）。 

一方、PAT モデルにおいては R²＝0.24 と説明力が低く、モ

デルによる気温鉛直分布や潜熱交換過程の再現性に課題が見

られた。特に、地表面条件が複雑に変化する市街地において

は、PAT の実測値との乖離があり、大気の鉛直構造や大気安

定度に係るモデルのパラメータ改善が求められる。さらに、

GIタイプ別の誤差分析-からは、水域（R²＝0.92）および市街

地（R²＝0.82）において、モデル再現性が高いことが明らか

になった（表 3 参照）。これは、水域の物理特性（熱容量・

蒸発冷却）がモデルに十分に反映されているためと考えられ

る。一方で、水田におけるRMSEは1.50℃と最も高く、これは

灌漑水の断熱効果がモデル上で十分に反映されていないこと

が主な要因である。また、実際に通風性が悪く冷却効果が抑

制されるとともに、モデル上でも樹冠の蒸散量が過小評価さ

れる傾向が見られた。 

表 2 MRT・PATモデルの精度検証 

指標 MRT PAT 

RMSE（℃） 1.20 1.52 

決定係数（R²） 0.81 0.24 

MAE（℃） 0.94 1.21 

ピアソン相関係数 0.806 0.802 
 

表 3 GIタイプ別モデル精度検証  

土地利用 RMSE(℃) R² 主な誤差要因 

市街地 1.20 0.82 人工排熱（冷房室外機等）無 

野草地 0.80 0.85 植生被覆率・地表放射率の

推定誤差 

人工林 0.80 0.65 樹冠蒸散量の過小評価 

水田 1.50 0.79 灌漑水の断熱効果未反映 

水域 0.45 0.92 モデル最適 
 

 

22）） 熱熱滞滞留留エエリリアアのの特特定定  

図9は、左側にMRTの空間分布、右側に風速の空間分布を

示しており、図の右上の住宅密集地における暑熱環境の偏在

性が視覚的に把握できる。図中の白い破線の円で囲まれた領

域は、本研究で特に注目する「熱滞留エリア（Heat-stagnant 

Area）」として、MRT が周囲平均より+2℃以上高く、かつ風速

が周囲平均より 0.5 m/s 以上低い、という厳密な条件により

定義した。本稿において「熱滞留エリア」という用語は、特

に断りのない限り、この定義に基づくものとする。この白色

の円内は、極めて高温・低風速の状態下で、MRT が 27.00〜

28.00℃、風速が0.20〜0.40 m/s以下となっている。 

図 8 MRT、PATとLSTの線形回帰関係 

A-江津二丁目    B-神水一丁目    C-湖東一丁目    D-健軍四丁目北    E-健軍四丁目南  F-健軍本町   G-新生一丁目    H-若葉一丁目    I-南町  

図 9 MRTと風速分布図 
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一方で、図全体を見ると、非GI区域面積の約38%が高温か

つ低風速の条件下にあることが確認される。つまり、熱滞留

現象が一定水準以上のエリアに発生し、特に白い破線の円で

囲まれた領域は、前掲条件を満たす「熱滞留エリア」である。 

また、湖面や水田周辺では、MRTが最大7℃低下し、風速

も 1.2〜1.4 m/s に達する局地的な冷却ゾーンが形成されて

いた。特に、熊本市動植物園付近では、GI（緑地・水面）

が連続的に分布し、建物の密度が低く、かつ建築物の高さ

も低いため、風環境が良好に保たれ、MRT も周辺より低い

傾向を示している。このように、対象地域における都市構

造とGIの分布が連動することで、熱滞留の抑制に寄与して

いることが示唆される。これらの結果は、水域および緑地

が暑熱環境の改善に重要な役割として位置づけることが可

能である。 

33）） 風風環環境境のの非非線線形形応応答答特特性性  

図 10 および図 11 は、対象地域における都市構造と風環

境の空間的関係性を可視化したものである。これらの図を

もとに、以下のような非線形応答特性が明らかとなった。 

緑地幅員の影響：河岸緑道の幅員を15mから30m（図2の

河川沿い緑地分布に対応）に拡張すると、風速が約 50%増

加（1.2→1.8m/s）、冷気輸送距離が約130m延伸（+52%）され

た。これは、図11に見られる風向の直進性（青〜緑の連続

帯）が強化されることと整合している。 

建物の高さと密度の影響：図10に示されるように、江津

湖北側の非GI区域では建物の高さが30m以上（橙～赤色）

に達しており、局所的な風速低下であり、図11の該当区域

における風向の乱れと一致している。これは、建物によっ

て風が遮られ乱流が誘発される非線形応答を示している。

図10中の青色から緑色の領域に対応する容積率300%以上の

区域では、地表風速が0.5m/s以下に抑制され、（乱流強度は

0.35 から 0.62 に増加する。これに伴い熱拡散効率が 34%低

下し、日中の顕熱が局所的に蓄積する傾向が強り、特に、

建築物の集積区域や T 字路交差点周辺では、多重反射によ

り MRT が 1.8℃/h 上昇し、ホットスポットの形成が示され

た。 

 

44    考考察察  

44..11    風風・・熱熱環環境境のの相相互互作作用用にに基基づづくく暑暑熱熱緩緩和和効効果果  

44..11..11  風風・・熱熱環環境境にに係係るるGGIIのの役役割割  

本研究の結果、GIが対象地域の暑熱環境を明確に緩和する

効果を持つことが定量的に示された。特に、水田や水域とい

った冷却ポテンシャルの高い GI は、単独でも冷却源として

機能するとともに、周囲との相互作用により冷気の顕熱輸送

のハブとしても機能していた。3 章で示したように、水田は

蒸発冷却効果により周辺地域の温度低下に寄与し、水域は高

い熱容量によって日中の温度上昇を抑え、最大6～7℃の平均

MRT低下にも寄与していた。これらのGIは「冷気発生源」と

して機能しており、風の流れと結びつくことで、多くの風の

道がGIを経由して形成されていることが確認された。 

特に、江津湖の北側および南側は、水域と接続した広域な

GI が面的に配置され、風速も 0.6〜0.8m/s と相対的に高く、

冷気流が持続的に形成される地域であり、冷気供給と伝播の

核として機能している。また、江津湖区域中心に位置する動

植物園周辺は緑が連続し、低層開放的な配置であり、MRT が

周辺よりも低く、冷却の緩衝帯としての役割を果たしていた。 

図2および図11で示されるGI分布と冷気流路の重なりを

分析した結果、本研究で対象とした主要な通風路の解析で

は、その半数以上がGI区域を経由しており、冷気の生成お

図 10  建物の高さ分布図 

図 11 風向の角度分布図 
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一方で、図全体を見ると、非GI区域面積の約38%が高温か

つ低風速の条件下にあることが確認される。つまり、熱滞留

現象が一定水準以上のエリアに発生し、特に白い破線の円で

囲まれた領域は、前掲条件を満たす「熱滞留エリア」である。 

また、湖面や水田周辺では、MRTが最大7℃低下し、風速

も 1.2〜1.4 m/s に達する局地的な冷却ゾーンが形成されて

いた。特に、熊本市動植物園付近では、GI（緑地・水面）

が連続的に分布し、建物の密度が低く、かつ建築物の高さ

も低いため、風環境が良好に保たれ、MRT も周辺より低い

傾向を示している。このように、対象地域における都市構

造とGIの分布が連動することで、熱滞留の抑制に寄与して

いることが示唆される。これらの結果は、水域および緑地

が暑熱環境の改善に重要な役割として位置づけることが可

能である。 

33）） 風風環環境境のの非非線線形形応応答答特特性性  

図 10 および図 11 は、対象地域における都市構造と風環

境の空間的関係性を可視化したものである。これらの図を

もとに、以下のような非線形応答特性が明らかとなった。 

緑地幅員の影響：河岸緑道の幅員を15mから30m（図2の

河川沿い緑地分布に対応）に拡張すると、風速が約 50%増

加（1.2→1.8m/s）、冷気輸送距離が約130m延伸（+52%）され

た。これは、図11に見られる風向の直進性（青〜緑の連続

帯）が強化されることと整合している。 

建物の高さと密度の影響：図10に示されるように、江津

湖北側の非GI区域では建物の高さが30m以上（橙～赤色）

に達しており、局所的な風速低下であり、図11の該当区域

における風向の乱れと一致している。これは、建物によっ

て風が遮られ乱流が誘発される非線形応答を示している。

図10中の青色から緑色の領域に対応する容積率300%以上の

区域では、地表風速が0.5m/s以下に抑制され、（乱流強度は

0.35 から 0.62 に増加する。これに伴い熱拡散効率が 34%低

下し、日中の顕熱が局所的に蓄積する傾向が強り、特に、

建築物の集積区域や T 字路交差点周辺では、多重反射によ

り MRT が 1.8℃/h 上昇し、ホットスポットの形成が示され

た。 

 

44    考考察察  

44..11    風風・・熱熱環環境境のの相相互互作作用用にに基基づづくく暑暑熱熱緩緩和和効効果果  

44..11..11  風風・・熱熱環環境境にに係係るるGGIIのの役役割割  

本研究の結果、GIが対象地域の暑熱環境を明確に緩和する

効果を持つことが定量的に示された。特に、水田や水域とい

った冷却ポテンシャルの高い GI は、単独でも冷却源として

機能するとともに、周囲との相互作用により冷気の顕熱輸送

のハブとしても機能していた。3 章で示したように、水田は

蒸発冷却効果により周辺地域の温度低下に寄与し、水域は高

い熱容量によって日中の温度上昇を抑え、最大6～7℃の平均

MRT低下にも寄与していた。これらのGIは「冷気発生源」と

して機能しており、風の流れと結びつくことで、多くの風の

道がGIを経由して形成されていることが確認された。 

特に、江津湖の北側および南側は、水域と接続した広域な

GI が面的に配置され、風速も 0.6〜0.8m/s と相対的に高く、

冷気流が持続的に形成される地域であり、冷気供給と伝播の

核として機能している。また、江津湖区域中心に位置する動

植物園周辺は緑が連続し、低層開放的な配置であり、MRT が

周辺よりも低く、冷却の緩衝帯としての役割を果たしていた。 

図2および図11で示されるGI分布と冷気流路の重なりを

分析した結果、本研究で対象とした主要な通風路の解析で

は、その半数以上がGI区域を経由しており、冷気の生成お

図 10  建物の高さ分布図 

図 11 風向の角度分布図 
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よび伝播においてGIが重要な役割を果たしていることが示

唆された。また、研究範囲内における 3 つの主要な風の道

（57 号線、庄口公園〜動植物園沿線、自衛隊通り）につい

ては、それぞれ異なる暑熱緩和効果を示すことが明らかと

なった。 

最も効果的であったのは庄口公園〜動植物園沿線であり、

周辺への降温効果が最も顕著であった。その要因としては、

豊富な GI の面的連続性、そして谷状地形による冷気の集

積・誘導効果が複合的に作用した結果である。次いで57号

線熊本東バイパスでは、相対的に大きな道路幅と複数の GI

節点の連結により、クールスポットがネットワーク化され、

冷気輸送回廊として機能していた。 

以上の結果は、水域および緑地が暑熱環境の改善に重要

な役割を果たすことを裏付けるものであり、「都市の風環

境の確保がヒートアイランド対策の根幹である」という国

土交通省の基本的立場とも一致している。 

44..11..22  熱熱滞滞留留エエリリアア発発生生にに係係るる通通風風経経路路のの影影響響  

GIの存在が必ずしも暑熱緩和に直結するとは限らず、通

風経路が確保されていない区域では、GI があっても熱滞留

が発生する事例も多数確認された。特に、自衛隊通りでは

期待された通風経路としての機能が十分に発揮されておら

ず、冷気の通過が断絶していた。その要因として、①道路

と主風向との角度不整合、②沿道における高層建築物の密

集、③建物間距離の狭小、④周辺地形の微細な起伏などが

複合的に風の遮断を引き起こしていた。 

さらに、図 9 に示す MRT 分布と風速分布の重ね合わせ解

析から、熱滞留が発生しているエリアは、第 3 章で定義し

た「熱滞留エリア」と一致していた。 

特に、A：江津二丁目、B：神水一丁目、C：湖東三丁目、

D：健軍四丁目北、E：健軍四丁目南、F：健軍本町、G：新

生一丁目、H：若葉二丁目、I：南町などの 9 地点では、風

速が著しく低下し、MRTが27.0〜28.0℃に達していた（図9）。

各エリアで熱滞留が発生する主因として、「通風路の物理

的遮断」と「GIの連続性不足」が共通して確認された。 

 神水一丁目（B）では、周囲が中高層建物で囲まれて

いることで冷気の流入が完全に遮断されている。 

 江津二丁目（A）、南町（I）、新生一丁目（G）、 

 若葉二丁目（H）では、一戸建の住宅が高密度に集積

し、建物間隔が狭く、風の抜け道が確保されていない。 

 健軍四丁目南（E）では、緑地が乏しく、建物スケー

ルが大きいために風が滞留しやすい。 

 健軍四丁目北（D）および健軍本町（F）では、アスフ

ァルトとコンクリートに囲まれた閉鎖的な構造となっ

ており、通風性が著しく低下している。 

これらの地点では、GI が局所的に点在していても、その

面的連続性が乏しく、冷気の輸送が途中で遮断されること

で構造的に熱滞留傾向を示すエリアを形成していた。 

44..22  暑暑熱熱環環境境緩緩和和にに向向けけたたGGII配配置置のの空空間間最最適適化化  

44..22..11  都都市市ススケケーールルででののGGII配配置置とと風風のの道道のの確確保保  

前節において、GIの空間配置および道路を含む対象地域の

都市構造が、熱滞留エリアの発生と密接に関係することが明

らかとなった。 

シミュレーション結果によると、風速の低下と MRT の上昇

が重なるエリアの形成には、以下の3つの都市構造特性が強

く関連していた。 

(1) 建築物の高密度配置による通風阻害 

(2) 建物群の閉鎖的配置（クラスター形成）に伴う熱滞留 

(3) GIの空間的断絶による冷却連続性の喪失 

これを踏まえ、市街地の暑熱環境を改善に向け、以下のこ

とが重要である。 

第一に、「風の道」のセグメント化設計と段階的導入であ

る。本研究において、江津湖・画図町の水田地帯・広木町・

健軍町に形成された個別冷気流路の存在が確認された（図

2・図 9・図 11）。これらのセグメントをネットワーク化する

ことで、都市内部における冷気流通システムの再構築を図る

必要がある。 

第二に、GIの幅員と連続性に関する制度的基準の確立であ

る。河岸緑道の幅員を拡張することで、風速が 50%以上向上

し、冷気輸送距離が約130m拡大したことが確認された。これ

は、GIが単なる局所緑化ではなく、都市冷却ネットワークを

形成する要素として機能させるために、「風の道としての役

割」を制度的に担保することが必要である。 

44..22..22  地地区区・・街街区区ススケケーールルででのの GGII 配配置置とと建建築築・・街街区区構構造造

のの確確保保  

第3章および第4.1節で示したMRTと風速の重ね合わせ解

析（図9〜図11）から、GIの配置そのものよりも、風の流れ

を導く空間構造が都市冷却において極めて重要であることが

明らかになった。特に、神水一丁目、健軍四丁目北・南、健

軍本町、新生一丁目、若葉一丁目、南町、江津二丁目の地点

では、GIが存在しても連続性に乏しく、風速は0.2m/s未満に

低下し、MRT が 27〜28℃に達する構造的に熱滞留傾向が顕在

化していた。 
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図 10 および図 11 を用いた建物分布・風向分析からも、

建築物の集積が高密度なエリアでは風向が乱れ、風速が低

下する傾向があり、GI が「風の通り道」形成に十分反映さ

れていないことが視覚的に確認された。「緑地の配置最適

化」と「建物の低層化・開放的配置」の両面から課題が指

摘される。また、動植物園や新生地区などの潜在熱滞留エ

リアでは、GI が点在していても冷気が周囲に広がりにくい

傾向があり、GI の配置形状（点状／線状）や周囲の建築形

態との関係性を再評価する必要がある。さらに、人工林は

日陰効果により冷却が期待される一方で、密集度や高さに

よって風を遮断し、熱滞留を引き起こすリスクも確認され

た。GIの質的評価が求められる。 

44..33  熱熱・・風風環環境境にに係係るるGGII形形状状のの影影響響  

本研究では、GI の空間形状を分類するために、既往研究

（図12参照）に基づき、以下の5つの代表的な配置パター

ンを採用した。 

① 市街地に点在する緑地を表す「点状（スポット）」 

② 道路や水路に沿って帯状に伸びる「帯状（リニア）」 

③ 中心から外周に向かって円環状に分布する「環状

（リング）」 

④ 放射線状に広がる「放射状（ラジアル）」 

⑤ 中央部が広く、周縁部に向けて層状に配置される

「楔状（バレル）」 

これら 5 類型のうち、本研究の対象地域で観測されたの

は、「点状」「帯状」「放射状」の3パターンであり、それぞ

れ風・熱環境に対して異なる効果と空間的特徴を示した。 

以下では、各形状の特徴とその効果ついて、①〜③の順

で説明する。  

① 点状GI（例：街区内の小規模緑地、一部の人工林）に

おいては、局地的な熱緩和や日陰の提供には有効であ

るが、風の流れを妨げる配置の場合、むしろ熱滞留を

助長するリスクがあることも確認された。 

② 帯状GI（例：河岸緑道）においては、風の流れに沿っ

て冷気を線状に輸送する経路として機能し、通風機能

と冷却効果の両面で高い有効性が確認された。特に、

幅員の拡張によって冷気輸送の距離が大きく向上し、

市街地への影響範囲が広がる傾向が見られた。 

③ 放射状GI（例：水田帯）においては、郊外から市街地

へ冷気を輸送する構造があり、市街地の冷却効果に貢

献していた。特に風向と整合性がある場合において、

その効果が最大化された。 

このように、GIの形状と風は一体として評価すべきであり、

今後の都市計画においては「GI の面積」ではなく、「GI 配置

の連続性」や「風の流れとの整合」がより重要となる。これ

は国土交通省が提案する「ヒートアイランド対策に資する

『風の道』を活用した都市づくりガイドライン」に整合する

示唆であり、今後、GIの設計を都市計画や土地利用と連携し

て運用することが求められる。 

また、GIの形状だけでなく、周辺の道路構造や建築物の配

置とも連動させて設計する必要がある。例えば、帯状 GI が

幅広い開放的な道路と連続する場合、風の流路としての機能

が強化される一方で、高層建物に囲まれた点状 GI では風の

流れが阻害される恐れがある。このように、GI形状・配置と

建築物の配置・都市構造を一体的・統合的に捉える視点が、

今後の都市における気候変動適応や GX 施策において不可欠

である。 

 

55  結結論論  

55..11  主主要要知知見見のの総総括括  

本研究では、熊本市江津湖周辺を対象に、グリーンインフ

ラ（GI）と風環境の相互作用が暑熱環境に及ぼす影響を、

Landsat 8による地表面温度（LST）解析およびENVI-metを用

いた CFD シミュレーションの統合により検討した。その結果、

熊本市の暑熱環境は、単に緑地や水面の「量」によって規定

されるものではなく、それらが風の流れとどのように接続さ

れているかという空間構造によって大きく左右されることが

明らかとなった。 

都市スケールでみると、水田や水域といった冷却ポテンシ

ャルの高い GI は、局所的な冷却源にとどまらず、風の道と

結びつくことで市街地へ冷気を供給・輸送する広域的な環境

インフラとして機能していた。特に江津湖および画図町周辺

では、面的に連続した GI が冷気発生源となり、庄口公園か

ら動植物園沿線や国道 57 号線沿いを通じて冷気が市街地へ

導かれている様子が確認された。これは、都市スケールでGI

を評価する際に、個別緑地の性能だけではなく、風環境と一

体化したネットワーク構造として位置付ける必要性を示して

図 12  GI形状別の分類 

出典：AN L，2023 による作成 
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図 10 および図 11 を用いた建物分布・風向分析からも、

建築物の集積が高密度なエリアでは風向が乱れ、風速が低

下する傾向があり、GI が「風の通り道」形成に十分反映さ

れていないことが視覚的に確認された。「緑地の配置最適

化」と「建物の低層化・開放的配置」の両面から課題が指

摘される。また、動植物園や新生地区などの潜在熱滞留エ

リアでは、GI が点在していても冷気が周囲に広がりにくい

傾向があり、GI の配置形状（点状／線状）や周囲の建築形

態との関係性を再評価する必要がある。さらに、人工林は

日陰効果により冷却が期待される一方で、密集度や高さに

よって風を遮断し、熱滞留を引き起こすリスクも確認され

た。GIの質的評価が求められる。 

44..33  熱熱・・風風環環境境にに係係るるGGII形形状状のの影影響響  

本研究では、GI の空間形状を分類するために、既往研究

（図12参照）に基づき、以下の5つの代表的な配置パター

ンを採用した。 

① 市街地に点在する緑地を表す「点状（スポット）」 

② 道路や水路に沿って帯状に伸びる「帯状（リニア）」 

③ 中心から外周に向かって円環状に分布する「環状

（リング）」 

④ 放射線状に広がる「放射状（ラジアル）」 

⑤ 中央部が広く、周縁部に向けて層状に配置される

「楔状（バレル）」 

これら 5 類型のうち、本研究の対象地域で観測されたの

は、「点状」「帯状」「放射状」の3パターンであり、それぞ

れ風・熱環境に対して異なる効果と空間的特徴を示した。 

以下では、各形状の特徴とその効果ついて、①〜③の順

で説明する。  

① 点状GI（例：街区内の小規模緑地、一部の人工林）に

おいては、局地的な熱緩和や日陰の提供には有効であ

るが、風の流れを妨げる配置の場合、むしろ熱滞留を

助長するリスクがあることも確認された。 

② 帯状GI（例：河岸緑道）においては、風の流れに沿っ

て冷気を線状に輸送する経路として機能し、通風機能

と冷却効果の両面で高い有効性が確認された。特に、

幅員の拡張によって冷気輸送の距離が大きく向上し、

市街地への影響範囲が広がる傾向が見られた。 

③ 放射状GI（例：水田帯）においては、郊外から市街地

へ冷気を輸送する構造があり、市街地の冷却効果に貢

献していた。特に風向と整合性がある場合において、

その効果が最大化された。 

このように、GIの形状と風は一体として評価すべきであり、

今後の都市計画においては「GI の面積」ではなく、「GI 配置

の連続性」や「風の流れとの整合」がより重要となる。これ

は国土交通省が提案する「ヒートアイランド対策に資する

『風の道』を活用した都市づくりガイドライン」に整合する

示唆であり、今後、GIの設計を都市計画や土地利用と連携し

て運用することが求められる。 

また、GIの形状だけでなく、周辺の道路構造や建築物の配

置とも連動させて設計する必要がある。例えば、帯状 GI が

幅広い開放的な道路と連続する場合、風の流路としての機能

が強化される一方で、高層建物に囲まれた点状 GI では風の

流れが阻害される恐れがある。このように、GI形状・配置と

建築物の配置・都市構造を一体的・統合的に捉える視点が、

今後の都市における気候変動適応や GX 施策において不可欠

である。 

 

55  結結論論  

55..11  主主要要知知見見のの総総括括  

本研究では、熊本市江津湖周辺を対象に、グリーンインフ

ラ（GI）と風環境の相互作用が暑熱環境に及ぼす影響を、

Landsat 8による地表面温度（LST）解析およびENVI-metを用

いた CFD シミュレーションの統合により検討した。その結果、

熊本市の暑熱環境は、単に緑地や水面の「量」によって規定

されるものではなく、それらが風の流れとどのように接続さ

れているかという空間構造によって大きく左右されることが

明らかとなった。 

都市スケールでみると、水田や水域といった冷却ポテンシ

ャルの高い GI は、局所的な冷却源にとどまらず、風の道と

結びつくことで市街地へ冷気を供給・輸送する広域的な環境

インフラとして機能していた。特に江津湖および画図町周辺

では、面的に連続した GI が冷気発生源となり、庄口公園か

ら動植物園沿線や国道 57 号線沿いを通じて冷気が市街地へ

導かれている様子が確認された。これは、都市スケールでGI

を評価する際に、個別緑地の性能だけではなく、風環境と一

体化したネットワーク構造として位置付ける必要性を示して

図 12  GI形状別の分類 

出典：AN L，2023 による作成 
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いる。 

地区スケール（江津湖周辺）に着目すると、GIが存在して

いても、建築物の高密度配置や街区構造の閉鎖性によって通

風が阻害される場合には、熱滞留が顕在化することが明確と

なった。神水一丁目、健軍四丁目、本町地区などでは、本研

究で定義した「熱滞留エリア」が形成されており、これらの

地域では GI の点在的配置が十分な冷却効果を発揮していな

かった。さらに、街区スケールでみると、街区内部における

建物配置・高さ・道路幅員といった要素が、GIの効果を決定

づける重要な要因であることが示された。 

以上の結果から、本研究は、暑熱対策において「緑を増や

すこと」に加え、「風が通る空間構造をいかに確保するか」

という視点が不可欠であることを示している。これは、都市

スケールから街区スケールに至る多層的な空間構造の中で、

GIを風環境と不可分な要素として捉える必要性を示唆するも

のである。 

55..22  政政策策へへのの貢貢献献  

本研究の成果は、熊本市の暑熱環境の改善および気候

変動への対応において、以下の示唆の貢献が期待される。  

① 空間的分析に基づく政策支援 

MRTおよび風速の分布データを重ね合わせ、暑熱リ

スクが高い区域と冷却ポテンシャルの高い GI 分布と

の対応関係を可視化することで、都市環境による風の

道の違いを考慮しながら、地域の実情に応じた暑熱環

境対策の検討に活用できる。また、「熱滞留エリア」

を定量的に抽出することで、暑熱環境においてリスク

の高い高齢者等の熱中症予防など、短期的に優先すべ

き対策の提案が可能となる。 

② 都市における気候変動政策の科学的根拠強化 

CFD と衛星リモートセンシングの統合手法により、

建築物・道路・GIの配置が風環境に与える影響を高解

像度で可視化できた。この手法は、都市構造と風の流

れの整合性を前提とした施設等の設計や土地利用の見

直し等に活用することで、気候変動に伴う暑熱環境の

リスク低減につなげられる。 

③ 持続可能なGI配置モデルの設計支援 

「緑化の量」に加え、「風向との整合性」および

「質の高い緑の配置」を踏まえた GI のネットワーク

設計が可能となり、今後の都市計画や土地利用の見直

し等において活用できる。特に帯状や放射状の GI を

骨格とした配置が有効かつ有用であることから、GI施

策と農地保全施策との連携強化により、都市生態系の

再構築を図ることで、暑熱環境対策と景観保全の両面

での推進が可能となる。さらに、建築物の低層化や開

放的配置といった方向 GI 配置の連携により、風の流

れを都市構造へ組み込む方向性が明確となった。 

55..33  限限界界とと今今後後のの課課題題  

都市の微気候解析において一定の成果を得たが、以下

の限界が存在する。 

① 衛星LSTデータは1日1時点のみの取得であり、日中

の温度変動を捉えるには不十分である。今後はリアル

タイム観測との統合が求められる。 

② ENVI-metモデルには、PATモデルの説明力の向上に課題

が残された。また、人工排熱や灌漑水温など一部の都

市的要素が十分に反映されておらず、特に密集市街地

での誤差があった。今後は都市エネルギーモデルとの

連携が課題となる。 

③ GIS プラットフォームによる視覚化と一般市民への周

知・活用が現段階では限定的であり、社会実装に向け

たユーザーエクスペリエンス設計や行政連携が不可欠

である。 

④ 本研究における気象条件の設定は、主に山風（陸風）

の流入を想定したものであり、熊本市に特徴的な海陸

風循環のうち「海風」の影響が残っている。今後は海

風条件下における風と熱との連成の反映に取り組む必

要がある。 

⑤ 本研究ではENVI-metの水平解像度を10m×10mに設定し

ているが、この解像度では建築物の細部形状や複雑な

街路構造の再現が困難である。より高解像度メッシュ

の導入やマルチスケールモデリングの検討が求められ

る。 
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４ ENVI-metとは、都市環境における微気象（ミクロクライメート）

を高解像度で解析する三次元の数値シミュレーションモデルであ

る。主に建築物、植生、地表面などの都市構造物と気象因子（温

度、風、湿度、日射等）との相互作用を解析するために用いられ

る。ENVI-met GmbH『マイクロクライメートシミュレーションソフト

ウェア』ENVI-met公式サイト, https://envi-met.com/microclimate-si

mulation-software/ （2025年4月17日閲覧）。 
４ 最近傍補間法（Nearest Neighbor interpolation）は、ラスタのリ

サンプリング時に各出力セルへ最も近い入力セルの値をそのまま
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割り当てる最も単純な手法であり、土地利用分類などカテゴリカ

ルデータの変換に適する一方、連続値データではピクセル化した

段差が目立つことがある。QGIS Project『13.1.3.3. リサンプリング

（最近傍 NearestNeighbour）』QGIS Documentation, https://docs.qgis.

org/3.40/ja/docs/user_manual/working_with_raster/raster_properties.

html#id13-1-3-3 （2025年4月17日閲覧）.  

 

 

――――――――――――――― 

劉 海強（熊本市都市政策研究所 博士研究員） 

 

平成29（2017）年9月佐賀大学大学院工学系研究科システム創成科

学専攻博士後期課程修了、博士（工学）学位取得。令和 5（2023）

年度より現職。（令和7［2025］年7月31日退職） 
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11  ははじじめめにに  

11..11  研研究究のの背背景景とと問問題題意意識識  

わが国では人口減少と急速な高齢化が進んでおり、市街

地の低密度化に伴う生活利便性の低下や行政コストの増大

が懸念されている。こうした中で、国は「コンパクトシティ・

プラス・ネットワーク１」の考え方に基づく都市構造の形成

を推進しており、2014年8月には立地適正化計画制度が創

設された。これを受けて各市町村は立地適正化計画（以下

「立適計画」という）の作成・運用を進めている。熊本市に

おいても、2016年4月に立適計画が策定された。同計画は、

第 2 次熊本市都市マスタープランにおいて都市構造の将来

像として掲げられている「多核連携都市」の実現に向けたア

クションプランとして位置づけられている。 

人口減少と高齢化の更なる進行が予想される中で、立適

計画の作成・運用を通じて都市構造の再編を進めるにあた

っては様々な課題があると考える。ここでは、二つの観点に

ついて整理し、研究の背景としたい。 

(1) 居住誘導ターゲットの明確化と効果的な施策の推進 

立適計画における目標値として、居住誘導区域における

人口密度が設定されるケースが多い。しかし、年齢構造の極

端な偏りによる弊害が懸念されており（藤井 2008、李・大

月 2017など）、居住誘導を進める際には年齢構造も考慮す

る必要があると考えられる。具体的には、どの年代・世帯を

ターゲットとして、どのような施策を行うことで、どうする

のか（転入を促進する、転出を抑制する）についてより詳細

な検討が求められる。 

そのためには、住宅や生活環境に関する価値観、居住地選

好といった、都市に暮らす人々の意識の解明と、どのような

特性を有し、どのような住宅供給がなされた地域において、

どれほど人口移動が生じたかの定量的な把握について両面

で進め、政策形成に結び付ける必要がある。 

(2) 実効性の向上：合意形成のためのデータ整備を通じて 

立適計画は強制力があるわけではなく、長い期間の中で

居住を誘導することが意図されている。計画の実効性を高

めるためには、行政が目標を掲げるだけでなく、事業者や地

域住民を含めて目指す都市像を共有するとともに、合意形

成を積み重ねる必要がある。 

その際には、都市における諸問題に関する将来予測デー

タが一つのツールとなりうる。空き家・食料品アクセス・介

護・防災など、多岐にわたる事象について将来予測を行うに

あたっては、人口データが基盤となる。人口の推計手法とし

ては一般にコーホート法が用いられているが、推計結果を

最も大きく左右する移動に関するパラメータ（純移動率）の

設定に理論的根拠が乏しいことが指摘されている（大江 

2000）。特に、市区町村よりも小さい地域・領域（例えば小

学校区や町丁目、地域メッシュ、以下「小地域」という）を

単位として推計を行う場合には、大きな誤差が生じること

がある。住宅供給などの要因を踏まえて、都市のどこに、将

来のどの時点で、どのような属性の人が、どのくらい住んで

いるのかをより高い精度で見通す手法の開発・高度化が求

められている。 

11..22  研研究究のの目目的的  

小地域を単位として人口移動の実態を把握するとともに、

その要因を検討することは、1.1で記した課題の解決に必要

であると捉え、これを研究のねらいとする。特に本稿では、

(2)に関係した小地域を単位とする将来人口推計の精度向

上に主眼を置くことにする。 

既往研究を参照すると、小地域における人口変動には住

宅供給のほかに都市施設への近接性をはじめとした地域特

性が関係することが明らかになっている。また、純移動率は
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